
今後の青少年を支える社会教育について

○対象：小学生～概ね３０代

　 本県における人口2,912,819人（平成24年10月1日現在、全体の約39.5％）

事業名 事業の内容 評価・課題 今後の施策の方向性

1 地域における青年指導者の養成

　地域における青少年活動の取組を活性化するため、地域の青年団体、ボランティア団体等において活動している青年のスキルアップを図る講座を実施し、子どもたちの体験活動にかかる青年指導
者を積極的に養成する。

青年団体指導者研修会
（愛知県青年講座）

　青少年教育活動の指導者として必要な
事業の企画力、運営力、指導力を養うこ
とを目的として、青年団体活動の経験を
有する者や青少年活動に従事している者
を対象に研修会を開催する。

５日間
内容：講義、実習、フィールドワーク

【２４年度実績】修了者数２０人

【評価】
・青少年の体験活動は、「社会を生き抜
く力」の養成、規範意識・道徳心等の育
成等の効果があることから、体験活動の
企画・運営・指導という専門性が高い人
材養成を引き続き取り組む必要がある。

【課題】
・地域の課題を解決する能力を養成する
研修とはなっていないため、地域づくり
の担い手としての人材養成が求められて
いる。

　愛知県青年講座は継続した上で、修了生等を対象として次の取組を推進する。

【背景】
　青年世代の活動は、学生を中心に行われることが多く、就職を機に活動が停滞・終了
することが多い。
　また、活動が同質のグループ内でのみ行われており、他の分野のグループや機関と連
携・協働することが少ない。
　これらのことは、地域づくりの担い手が高齢者に委ねられている現代において、青年
世代の意見を取り入れる仕組みがないことを表している。

【事業内容】
　青年団体指導者研修会の修了者や、現在社会教育活動を行っている若者に対して、現
代の社会教育指導者に求められる役割（ボランティアとの違い）についてのスキルアッ
プ講座を行う。

【参考】
○教育振興基本計画（平成２５年６月）
　学習の成果を地域参画・社会貢献につなげていく観点からも、社会の形成者たる主権
者としての自覚と社会参画の力を育む学習･･･などの機会の充実を促進するとともに、
多様な主体の連携・協働による地域課題の解決に向けた取組を推進する。

資　料
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事業名 事業の内容 評価・課題 今後の施策の方向性

1-2 青年指導者の活用促進

青年指導者の活用促進に
係る取組

　愛知県青年の家（岡崎市）と協働し
て、子どもたちに豊かな体験活動を企
画・運営する機会を青年指導者に提供。
県青年の家の企画の一部を担当し、一般
参加の親子に対して、ゲーム等を実施す
る。

【評価】
・県所管の社会教育施設を活用しなが
ら、上記の青年団体指導者研修会の学び
を実践に生かす取組であり、研修を効果
的なものにするために引き続き取り組む
必要がある。

　指定管理者の協力を得ながら継続する。

1-3 青少年体験活動の推進

青少年防災キャンプ推進
事業
（文部科学省委託事業）

　青少年の防災教育及び地域の絆づくり
等を推進するために、青少年に対して、
学校や社会教育施設等を避難所とした生
活体験等、体験型の防災教育プログラム
を実践するキャンプを、地域住民の参加
を得て実施する。

【２４年度実績】
　半田市、田原市、西尾市

　
【評価】
・地域住民を巻き込んだ体験活動であ
り、コミュニケーション能力、自立心、
主体性、協調性、チャレンジ精神、責任
感、創造性、変化対応力、異なる他者と
協働する能力等を育む上で効果的であ
り、文部科学省の事業が継続する限り、
引き続き取り組んでいきたい。

【課題】
・県内市町村において取組の広がりが見
られない。
・企画運営が行政中心になることはやむ
を得ないが、青年団体指導者等に企画段
階から参画してほしい。

　取組を継続する。
　市町村の教育委員会に実施の呼びかけを行ってきたが、防災部局と連携した呼びかけ
を検討するとともに、青年団体指導者等が参加を見られる方策を検討する。

【参考】
○教育振興基本計画（平成２５年６月）
　学校や青少年教育施設等において、関係行政機関や民間団体等とも連携し、自然体験
やボランティア活動を含めた社会体験、国際交流体験など、特に青少年を対象とした
様々な体験活動を推進する。

2 青年団体による地域活動の推進

　県内の青年団体による文化活動発表会を開催し、活動の成果を発表したりすることで、青年同士が交流し絆を深めるとともに、青年団体の活動の奨励向上を図る。

青年文化活動発表会 　青年団体の育成と活動を支援するた
め、愛知県青年団協議会と愛知県青年大
会「青年文化活動発表会」を共催し、青
年団体の活動成果の発表と文化活動の奨
励向上を図った。全国青年大会への県代
表選考会を兼ねる。

【２４年度実績】参加者数３０人

※愛知県青年団協議会：会員数１６１人
　　　　　　　　　　　団体数１４

【評価】
・青年団体の活性化施策として引き続き
取り組む必要がある。

【課題】
・主催の青年団体への加盟者が減少して
いることから、参加者数があまり増加し
ない。

　取組を継続する。
　愛知県青年団協議会と参加者の増加に向けた方策を検討する。

全国青年大会 　係員を派遣する。
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事業名 事業の内容 評価・課題 今後の施策の方向性

3 不登校等困難な課題をもつ青少年及び保護者への対応

　不登校等困難な課題をもつ青少年及びその保護者に対しては、電話相談や家庭訪問による面談などによる相談活動の充実に努め、専門家や専門機関・団体等とも連携を図りながら支援する。

家庭教育コーディネー
ター設置事業
ホームフレンド設置事業

・家庭教育コーディネーター　１７人
　（小中学校教員ＯＢ）
　不登校を中心とする家庭教育上の困難
な問題を抱える家庭を訪問（うち１名は
電話）し、青少年及び保護者に対し個別
の相談・指導を行う。

・ホームフレンド　１６人
　（大学生ボランティア）
　家庭教育コーディネーターの指導のも
と、問題を抱える青少年の心の安定を図
る。
　
【２４年度実績】
・コーディネーター相談実績
　相談者数１６７人（相談回数延べ３,
８５５回）
　好転比率７６．０％
・ホームフレンド相談実績
　相談者数３７人（相談回数延べ４０２
回）
　好転比率８１．１％

【評価】
・主に不登校の児童・生徒、孤立しがち
な保護者へ支援を届ける取組（アウト
リーチ）であり、県内市町村で主たる業
務として実施しているのは５市にとど
まっている。好転比率も比較的高く、将
来的なひきこもり防止のために引き続き
取り組む必要がある。

【課題】
・現在は小中学校教員ＯＢ及び学生ボラ
ンティアという体制のため、小中学生の
みを対象としている。そこで、義務教育
修了とともに対応も終了となっており、
その後の対応の接続ができていない。
・困難な問題を抱える青少年の中には、
保護者・家族の病気・障害、経済的問題
等が背景にある者もおり、教育での対応
に限界がある。

・ひきこもり対策や子育て支援、青少年育成等を担当する知事部局との連携を進める。
　当面は、地域継続支援ネットワーク会議（義務教育を終了した不登校等の児童・生徒
の支援が途切れなく地域で継続して支援できるようにするための関係機関による会議
（保健所単位で開催））への参加
　子ども・若者支援地域協議会や子ども・若者総合相談センターへの協力【別図参照】

【参考】
○教育振興基本計画（平成２５年６月）
　今後は、家庭と地域や社会とのつながりをつくるとともに、教育分野と保健福祉分野
の取組の連携・協力により、親子の育ちを一層支援していくことが必要となっている。
　関係行政機関、ＮＰＯ等が連携して行う、…②課題を抱える家庭に対する家庭教育支
援、③地域の公民館、図書館等を活用した若者の自立・社会参画支援などの取組を推進
する。
　教育・福祉関係機関・団体等とのネットワークを構築しつつ、課題を抱える家庭への
訪問や相談対応などを生徒指導等と連携して行う仕組みづくりを支援する。

4 地域による青少年への教育支援

・市町村が設置した学校支援地域本部にコーディネーターを配置し、学校の状況やニーズを把握した上で、地域の教育力を生かした学校における青少年への教育支援活動を支援する。
・放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して、子どもが安心して活動できる場を確保し、地域住民との交流活動の機会を提供する放課後子ども教室事業を支援する。

学校支援地域本部事業 　市町村が設置する「学校支援地域本
部」に対し、事業費の２／３を補助す
る。

【２４年度実績】
７市町（瀬戸市・小牧市･北名古屋市・
清須市・一宮市・津島市・大口町）

【評価】
・地域住民が積極的に参画して子どもた
ちの学びを支援し、社会全体で子どもた
ちを育むようにするために有効な取組で
ある。
・児童生徒が地域の異世代と関わる機会
となっている。

【課題】
・既にＰＴＡ等が学校支援の機能を既に
有している学校も多く、市町村における
取組の広がりが見られない。
・コーディネーターとなる人材が不足し
ており、ＰＴＡ会長や母親代表が１年毎
の輪番で務めているような状況が見られ
る。

　文部科学省の全国の小・中学校区に構築するという方針に従い、取組を継続する。
　市町村への取組の周知については、コーディネーター研修会における実践発表及び活
動報告書の配布により対応を継続する。
　コーディネーター研修会への参加者が比較的少ないので、対象者を学校支援地域本部
関係者に限定せずに参加者を募る。

【参考】
○教育振興基本計画（平成２５年６月）
　「学校支援地域本部」、「放課後子ども教室」などの取組を充実させ、保護者はもと
より、地域住民の参画により子どもたちの学びを支援するための体制を、平成２９年度
までに全国の小・中学校区に構築する。また、このような取組を地域コミュニティの形
成につなげていく活動を支援する。

地域活動コーディネー
ター研修会（学校支援地
域本部事業）

年１回
内容：実践発表、講演会

【２４年度実績】参加者数６３人
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事業名 事業の内容 評価・課題 今後の施策の方向性

放課後子ども教室推進事
業

　市町村が設置する「放課後子ども教
室」に対し、事業費の２／３を補助す
る。

【２４年度実績】３２市町２４６教室

【評価】
・地域住民が積極的に参画して子どもた
ちの学びを支援し、社会全体で子どもた
ちを育むようにするために有効な取組で
ある。多くの市町村で設置されててお
り、引き続き取り組む必要がある。
・コーディネーター等研修会は、参加申
込者が会場定員を上回り、市町村におけ
る需要は高い。

　文部科学省の全国の小・中学校区に構築するという方針に従い、取組を継続する。

指導者等研修会（放課後
子ども教室推進事業）

年２回
内容：講演会

【２４年度実績】参加者数２２７人

コーディネーター等研修
会（放課後子ども教室推
進事業）

年１回
内容：講演会、事例発表

【２４年度実績】参加者数１２５人

5 青少年を取り巻く課題に対する理解の促進

　青少年の健全育成や保護者・教員相互の協力体制の確立等、充実したＰＴＡ活動の推進を図るため、指導的立場にあるＰＴＡ会員を対象とした研修会を開催し、子どもたちを取り巻く今日的な課
題に対する理解の促進を図ったり、ＰＴＡ会員相互の情報交換を行ったりする機会を提供していきます。

愛知県小中学校ＰＴＡ指
導者研修会

県内９地区、各１回（年９回）開催
内容：講演会、事例発表等

【２４年度実績】参加者数１,４８０人

【評価】
　青少年の健全育成を図るために、その
最も身近にいる保護者に対して、青少年
を取り巻く今日的な課題に対する理解の
促進を図ることは、引き続き取り組む必
要がある。

【課題】
　内容が主に講演会であることから、受
講者は受身になってしまいがちである。

　取組を継続する。
　内容については、ＰＴＡ団体と協議しながら参加型の要素を加える方向で検討する。

愛知県公立高等学校ＰＴ
Ａ指導者研修会

年１回
内容：講演会

【２４年度実績】参加者数６７３人
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